
GPSだけでは測量が困難であったビ
ル街等において高精度な測量が常
時実現、観測時間の短縮

中央局

(つくば市）

※GNSS：人工衛星からの信号を
用いて位置を決定する衛星測位
システムの総称

•都市部等の電波が届きにくい場所における測量の効率化により、国及び地方公共団
体の予算の効率的な執行に貢献。また、地震発生時における迅速な電子基準点の
測量成果改定により復旧復興測量を支援
•地震規模・津波予測支援等、国民の安全・安心に役立つ防災・減災情報の提供
•電子基準点データの補正情報により、情報化施工等の地理空間情報産業の発展

電子基準点の円滑な運用、観測データ提供

各種測量の基準点

情報化施工
モービル/モバイ

ル・マッピング・シス
テム（MMS)

次世代カーナビ 測量・調査作業支援

準天頂衛星（日本）
グロナス（ロシア）

ガリレオ（ＥＵ）

GPS（米国）

電子基準点

地殻変動の監視 位置情報サービス

多様な衛星測位システムへの対応

リアルタイム解析に
より１分以内に地面
の概略の動きを即
時把握（精度10cm）

地面の動きからマグニチュード
等を計算

•地震規模や地盤
沈下量の速報値を
防災関係機関に提
供
•津波予測支援等
に活用

５時間後に地面の
正確な動きを把握
（精度1cm）

•正確な地震規模や
地盤沈下量を防災
関係機関に提供
•電子基準点の位
置情報改定及び改
定範囲の決定に活
用

地震発生

全国に設置した電子基準点等においてGNSS衛星の信号を連続観測し、中央局において収集し

たデータをインターネット等により配信し、公共測量などの各種測量や地理空間情報サービ
ス産業に役立てる。また収集したデータを解析して全国の地殻変動を監視する。

電子基準点測量
資料 計６２－（７）



HPより解析結果を公表

東北地方
太平洋沖地震

全国の火山・地盤沈下
地すべり地域 を監視

ＳＡＲ解析結果

福島県浜通りの地震
（H23/4/11 M7）

ALOS‐2が平成25年度中に打ち上げ予定

(H23年５月に運用終了)

広域観測モードでは赤枠内を１度に観測

「ALOS：だいち」による地殻変動監視＞

電子国土でも表示可能

[ALOS-2の特徴]
・回帰日数が14日に短縮（ALOS：46日）
・高分解能モード（観測幅50～70km、分解能3～10m）
・広域観測モード（観測幅350km、分解能100m）
・スポットライトモード（観測幅25km、分解能1～3m)
・左右観測・入射角範囲を拡大 （観測の機会が増加）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度以降

ALOS-2利用システムの整備

ALOS‐2打上・運用

定常解析

干渉SAR時系列解析（都市地域）

*山間地域等における干渉SAR時系列解析は、特別研究（H26～H30)で技術開発する予定

運用初期校正打上

［今後の予定］

干渉SAR
陸域観測技術衛星による面的な地殻変動監視



防災対策強化地域等において、

１～２年間隔での水準測量を実施（御前崎では年２回）

験潮場への
取り付け

電子基準点への取り付け水準測量

観測結果の提出
・地震調査委員会
・地震防災強化地域判定会
・地震予知連絡会
・火山噴火予知連絡会

防災対策地域水準測量
平成26年度 業務実施計画地域
1,844km
大規模地震対策特別措置法の指定地域:839km
東南海・南海地震に係る地震対策の推進に関する
特別措置法
日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防
災対策の推進に関する特別措置法
の指定地域等:1,005km

1962年を基準とした掛川～御前崎間の各水準点の経年変化（140-1 固定:掛川市）
御前崎地方の上下変動
（固定点は水準点S F 1356：御前崎市）

水準測量による上下変動の把握



全国活断層帯情報整備

地震調査研究推進本部における活断層の長期評価対象110活断層帯のうち海部等を除く101活断層帯

について整備。
地方公共団体の地域防災計画、地震防災マップ等に利用され、防災対策、危機管理対策等に寄与する

とともに、安全・安心な社会の実現に貢献する。

● 都市圏活断層図として平成24年度までに60断層帯、163面を整備。
● 平成25年度は「六甲・淡路断層帯、警固断層帯、三峠・京都西山断層帯」を整備する。
● 今後、10年を目処に全活断層帯を整備予定。

地方公共団体

■ 地震調査研究推進本部の活断層の長期評価及び
地域評価に貢献

安心・安全なまちづくりへの活用

地震防災マップ作成

活断層と公共施設
の建設計画

学校教育や不動産購入の資料
として活用され、地域住民 の活断

層に対する意識向上に貢献

不動産購入の検討

学校教育

学校、病院など公共施設の地震防
災対策（耐震化など）の推進や地震防
災マップ作成の基礎資料として貢献

・

中学校建設
予定地

防災・減災対策や地域
の適正な開発・保全

長期評価

強震動評価 新たな活断層帯が追加

地域評価（九州地方）

全国活断層帯情報整備


